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研究成果の概要（和文）：本研究は日本、韓国、台湾、米国の自然災害被災地（阪神淡路大

震災、中越地震、東日本大震災、江原道、ソウル市、台中市、高雄市、台北市、ニューオ

ーリンズ市、サンフランシスコ市等）において主に被災者と支援者、行政、メディアを対

象としたインタビュー及び資料収集調査を実施し、災害復興・防災体制におけるジェンダ

ー課題を国際比較調査から明らかにした。さらに、研究成果を基に東日本大震災直後から

政策提言・意見書を提出し、法制度・政策の改善につなげた。調査概要はジェンダーと災

害復興ホームページ（http://genderdisaster.net/）において確認できる。 
 
研究成果の概要（英文）：This study carried out gender issues and clarified gender role 
problems in natural disaster recovery and disaster prevention systems in Japan (the Great 
Hanshin-Awaji Earthquake, the Chuetsu Earthquake, and the Great East Japan 
Earthquake), South Korea (Seoul city and Gangwon prefecture), Taiwan (Taichung city, 
Kaohsiung City and Taipei City), and the United States (New Orleans city  and San 
Francisco city) Soon after the Great East Japan Earthquake, our project had submitted 
several policy proposal, opinions and suggestion of the law revision based on the result of 
international comparative researches. The outline can be found at Gender in Disaster 
Recovery web site (http://genderdisaster.net/). 
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 直接経費 間接経費 合 計 

2010 年度 5,800,000 1,740,000 7,540,000 
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2012 年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

年度    

  年度    
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１．研究開始当初の背景 
（１）阪神淡路大震災では兵庫県の被害死者
数 6,402 人の内、男性 2,713 人、女性 3,680
人と女性（特に高齢者）が 1000 名近く多い

がその原因は明らかにされてきていない。 
（２）防災・災害復興研究ではそれまでジェ
ンダー、家族、多文化共生研究の視点が欠け
ていて、防災体制、避難所環境、ボランティ
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アへの参加、復興過程での意思決定への参画
等女性や外国人の社会的排除に結びつきか
ねない区別（差別）が存在していた。 
（３）2005 年には日本学術会議において、
防災・災害復興分野における災害復興や被災
者支援問題にたいする「ジェンダーに敏感な
視点」に立った研究の必要性が指摘されたが、
調査は実施されていなかった。 
（４）2000 年 6 月にニューヨークで国連女
性 2000 年会議が開催され、防災・災害復興
における男女双方の視点・女性の参画が提
案・採択された。それまで日本では明確な定
義がないまま「女性は災害弱者」位置づけら
れてきたが、なぜ女性に被害が集中するのか
という視点での体系的な調査研究は行われ
ていなかった。 
（５）東日本大震災の発生前まで、日本社会
でのジェンダーと災害への関心は低く、国際
的観点から先進国での防災・復興におけるジ
ェンダー課題の調査研究は皆無であった。 
 
２．研究の目的 
 都市の大型災害、阪神淡路大震災（1995
年）では 6000 名以上の尊い命が失われ、そ
の復興の過程では被災者を中心とした災害
復興＝「人間復興」の重要性が認識された。
だが、そこでは男性の視点が中心で女性の視
点が欠如していた。防災・災害復興分野での
政策決定過程や復興事業においては「男性・
成人・健常者」が中心となっており、災害は
日本の社会構造におけるジェンダーの課題
を顕著にしていた。災害復興において男女双
方の視点からこれらの課題の再検討が必要
であった。本研究は社会学、都市計画、まち
づくり、メディア論等主に社会科学分野の研
究者が日本、韓国、台湾、米国被災地の防災・
復興の国際比較研究を通じて、恒常的な課題
と災害復興特有の課題を抽出し、改善に向け
た政策を立案することを目的としている。  
  
３．研究の方法 
本調査は 3 ヵ年の計画で、これまで蓄積さ

れた当該研究調査資料の分析、対象調査地
（日本、韓国、台湾、米国）でのフィールド
ワーク、インタビュー調査を行い、その成果
から各地域の現状と課題点を抽出し、防災・
復興対策に向けたジェンダーの視点からの
法制度改正案、政策提案等を提示した。 

 
被害状況、その後の復興における全体像の

模索、文化、経済、福祉、政治的体制の違い
を理解した上で、女性と男性双方にたいする
公平な対応や被害等のジェンダー分析、経済
復興対応・復興対策のジェンダーの視点から
の立案環境（防災計画における女性の参画
含）について①～⑥の項目を各国、各地の被
災地を対象に調査を行った。 

①災害の被害者となりやすい女性（死者数の
男女の違い、経済的脆弱性の影響） 
②被災後の男女の異なる状況やニーズ（避難
所、支援における世帯主制度の影響、家事負
担の激増、幼児・高齢者・障害者の介護や同
居など家族的な責任の負担増、男性の早期の
職場復帰、住宅確保の難しさ、県外（他地域）
避難者、外国人、避難所・仮設住宅における
男性の孤独死、プライバシーの欠如など） 
③生活再建支援など各種法制度、情報アクセ
ス、政策へのアクセスの違い 
④被災以前の社会経済的状況に回復するま
での必要年限、支援制度メニュー等 
⑤政治的参画・復興まちづくりへの参画 
⑥メディアにおけるジェンダーに敏感な被
災地情報の発信 
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４．研究成果 
（１）国際比較調査の実施と概要 
本研究は各国・地域の被災地調査を通じて

災害復興の特徴を明らかにした。調査では共

通の調査票を用い、各調査地担当者らの手で

翻訳し、ヒアリングも現地の言語で行うよう

努めた。 

2011 年は質問紙調査を予定していたが、東

日本大震災が地震、津波、原子力発電事故災

害の複合災害となりそれまで構築されてき

た防災対策・災害復興の前提を大きく変える

状況となったため、調査計画を変更した。そ

れにより被災当事者や支援者へのヒアリン

グ調査、資料収集を実施でき、大学や研究所

の研究者、専門家、メディアとの意見交換や

ネットワーク構築が可能となった。 
 

2010 年：日本（阪神淡路大震災、中越地震）、

韓国（江原道、ソウル市）、台湾（台中市、

高雄市、台北市）、米国（ニューオーリンズ

市、サンフランシスコ市）に赴き、ヒアリン

グ調査・資料収集、研究者交流を実施した。 
 
2011 年：日本（阪神淡路大震災、東日本大震



災）、韓国（江原道、ソウル市）、台湾（台中

市、高雄市、台北市）、（米国は未実施）を継

続したが、東日本大震災との比較調査のため

に質問紙調査の実施年度を再検討し、ヒアリ

ング中心の調査とした。 
 
2012 年：日本（阪神淡路大震災、東日本大

震災、2011 年九州北部豪雨被災地）、さらに

研究分担者が台湾（台北市）と米国（ニュー

オーリンズ市）それぞれの現地調査を実施し

た。なお、同年に新たに研究分担者が加わり、

それまで調査実施が遅れていた災害時の妊

産婦支援を東日本大震災と阪神淡路大震災

被災地で開始した。 
 
東日本大震災への対応と調査設計の変更： 
現地での調査と支援活動、また政府、自治体

に向けての提言、社会発信が必要であったた

め、日本では阪神淡路大震災と東日本大震災

調査の二つの被災地調査を中心に進めた。東

北の人口減少や被災沿岸部の課題と中越地

震の中山間地の課題は共通する点があり同

時に調査を進める事が望ましいかったが、中

越地震の 1年目調査は規模が小さかったため、

継続調査の実施が難しいと判断した。 
 
（２）国際比較研究とその成果 
 本研究では（A）民主化と災害復興、（B）

経済発展と社会保障、（C）福祉国家レジーム、

（D）被災者支援体制を国際比較調査の軸と

している。 
 
  日本（調査担当：山地） 

韓国（調査担当：山地） 

台湾（調査担当：陳來幸） 
 米国（調査担当：近藤） 

 
①防災の課題  
日本・韓国・台湾・米国とも、災害関連法

制、防災体制、計画策定等で政府・行政の主

導体制の改善・検討がなされているが米国で

は国土安全保障省（DHS）での専門家の活用

のあり方が注目される。ジェンダーの視点か

らいずれにも共通するのは防災・復興にかか

わる行政職員、専門家やコンサルタントには

女性が少なくジェンダーの主流化が必要で

あり、本分野での人材育成、積極的な女性任

用が求められる事である。 
 
②復興の課題  
復興における女性の参画の重要性が指摘

される中、いずれの調査地においても女性が

市民活動／非経済活動に関わる事例は多く

見られるが、公的な立場での参画が限られて

いる。今後は政策決定、地域社会、経済活動

に直接係わる仕組みが求められ、特に次の 4
点が挙げられる。 

 
・復興計画策定 
・まちづくり協議会や地域のまちづくり団体 
・まちづくりの専門家・コンサルタントの 
多様性と人材育成 

・経済復興 
 
③防災会議の検討 
日本、韓国、台湾は災害対策において共有

する点が見受けられるものの国防と防災の

関係性を理解することが不可欠である。日本

の「中央防災会議」と同じく、法律で大臣が

主に組織する会議「中央安全管理委員会」（韓

国）・「中央災害防救会報」（台湾）がある。

日本と台湾は『防災基本計画』（日本）と『災

害防救基本計画』（台湾）を決定する点も共

通するが、韓国の『国家安全管理基本計画』

は時限の計画（2010-2014年）となっている。 
日本では防災会議に女性委員が少ない事

が社会問題化し、災害対策基本法が 2012 年

6月に改正されて都道府県防災会議（第15 条
2 項）に 8 号委員「自主防災組織を構成する

者又は学識経験のある者のうちから当該都

道府県の知事が任命する者」が新設された。

これを受けて都道府県と市区町村で防災会

議条例の改正、女性を含む新たな委員の任命

が行われている。 
台湾の中央災害防救会報では会議開会に

際して、行政院性別平等会（旧婦女権益促進

会）委員が正式な会議メンバーではないにも

関わらず、出席している。莫拉克台風（八八

水害）復興推進委員会には先住民の代表であ

る行政院原住民族委員会主任委員（男性）が

入っている。 
韓国では中央安全管理委員会の女性委員

は女性家族省の大臣一人である。2012 年に

朴槿恵大統領が女性として初めて就任した

が、韓国では行政安全省消防防災庁が防災を

所管していて中央安全管理委員会の委員長

は国務総理である。 
米国ではロバート・T・スタフォード災害

救助及び緊急支援法において防災に関する

会議や委員会は設置されていない。FEMA 
（Federal Emergency Management Agency；
アメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁）を有す

る米国では連邦政府レベルで防災計画や復

興計画がプロフェッショナルな集団によっ

て策定されるため、日本、韓国、台湾とは災

害対策を検討する仕組みが異なる。 



（３）東日本大震災とジェンダーの課題 
東日本大震災（2011 年 3 月 11 日）後、国

の『東日本大震災復興基本法』には「女性」
の存在が明示され、『東日本大震災からの復
興の基本方針』には「男女共同参画の観点か
ら、復興のあらゆる場・組織に、女性の参画
を促進する」との文言が明記された。2011
年 12 月、2012 年 9 月の『防災基本計画』修
正では避難所や応急仮設住宅運営における
女性の参画、さらには復興の政策決定過程に
おける女性の参画が明示されるに至った。こ
れは学術面からの提言が研究者・政治家・支
援者らによって法律改正・政策へとつながっ
たもので、その提言、成果は大沢真理・堂本
暁子・山地久美子（編）の『「災害・復興と
男女共同参画」6.11 シンポジウム～災害・復
興に男女共同参画の視点を～』東京大学社会
科学研究所（2011）をはじめ複数の論稿にま
とめられている。 
 
（４）本科研の東日本大震災への対応 
ここでは本研究に係わるメンバーによる

東日本大震災調査、政策提言、支援活動の一
部を述べる。本科研は様々な分野の専門家、
研究者で構成しているため特にジェンダー
に関連したものを取り上げる。 

3 月 11 日の災害発生後、14 日に内閣府（防
災担当）及び内閣府男女共同参画局へそれま
での調査研究で得ていた知見・情報に基づい
た提言書・意見書を 2 回提出した。これは総
括報告書に資料として収めている。中旬以降
はそれまで研究交流のあった関東圏の研究
者、政治家らと共に法律や政策改善のための
方策を検討、提示した。4 月からは継続的な
調査研究、勉強会へと発展し、阪神淡路大震
災や海外被災地の経験や対策の紹介や資料
作成など政策提言活動へ結びつけた。 
 
（５）研究調査とその成果（一部抜粋） 
①災害対策基本法と委員・幹事の多様性反映 

2012 年 6 月の災害対策基本法改正で地方
防災会議に委員としての市民参画が可能と
なった。幹事については女性委員や多様性の
反映がまだ法律面では実現されていないが、
「男女共同参画の視点からの防災・復興の取
組指針」（内閣府男女共同参画局、2013 年）
にその必要性が明記された。 
 
②被災者台帳：個人単位へ制度設計の見直し 
西宮市が開発した被災者支援システムは

2011 年までは個人であっても世帯単位で把
握される仕組みであったが、2012 年のヴァ
ージョンアップで個人単位・世帯単位いずれ
にも対応できるよう設計変更がなされた。 
 
③被災者台帳が災害対策基本法に明記 

2013 年 6 月の災害対策基本法改正におい

て災害時要援護者台帳の義務化および被災
者台帳の構築が位置づけられ、個人情報の課
題が解決されている。 
 
（６）今後の検討課題 
被災者対策はあくまでも「支援」であり社

会保障とは異なる枠組みで議論される。しか
し、福祉国家体制の在り方が緊急・応急時の
避難所・支援、復興時の就労対策・住宅政策
など様々な場面で影響する。 
ここではこれまでの調査で明らかにでき

なかった点、新たな課題を 5 点提示する。 
 

①被災者支援の受給者・受給権国際比較調査 
②全国共通被災者台帳構築と妊婦の災害時 
要援護者としての対策 

③防災・復興における男性の主流化 
④住宅再建と災害復興公営住宅の課題 
⑤日本人と外国人のコミュニティ形成支援 
 
（７）国際ネットワーク構築と今後の展望 
本調査では各地の研究者と共に調査研

究・成果発信を実施し、国際的なネットワー

クを構築している。2011 年 11 月 18 日には

阪神淡路大震災被災地である神戸にエレイ

ン・エナーソン氏（米国）および陳亮全氏（台

湾）を招聘して「防災・復興の国際シンポジ

ウム」を開催し、各国・各地での調査のまと

めおよび課題の検討を議論した。 
今後は新たにドイツを含め、各地域で継続

して調査を進める予定である 
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